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十五年以上の歴史を有する農業環境技術研究

所の設置目的が、「農業生産の対象となる生

物の生育環境の技術上の基礎的な調査や研究を行い、

その生育環境の保全と改善に関する技術の向上に役

立つ」ことであることを承知した上で、教育にたず

さわる者の視点から、都市生活における「農的」な

環境の必要性について感じていることを述べて見た

い。

　日本の食料自給率が40％以下であることや地球温

暖化を憂える青少年でさえも、「農業生産環境」の実

感はほとんどない。毎日の食事･生活と農業生産環

境を実感で関係づけるための農業体験がほとんどな

い。日本農業の石油依存度を肌で感じられる人はさ

らに少ない。農作業や農業環境は映像や本からでは

実感しにくい。とは言いながら、現在、日本の人口

が約1.27億人であるのに対して、農業人口は約300

万人以下であり、そのうち、40歳未満は30万人弱

であるので、都市生活者･青少年が農業生産の環境

や現場を日常的に体験することは現実には不可能で

ある。なお、農的体験は人間･自然との関わりが、

自然体験より強い面があり、また、生活空間におけ

る「日常的」な農的体験で得られるものは、年に数

回または数年に１回の農業体験でのそれとはかなり

異なる。

　さて、都市生活者、特に、青少年の農業体験不足が、

間接的に、農業の理解者・応援団を少なくし、農業･

農業生産物の（悪意なき）無理解者を増やしている。

そして、日本の農業、食料･食品、生態系、健康の

健全な維持を困難にさせている。さらには、複雑系

としての生物や自然の不可思議さに関する身体感覚

を失い、心と身体のバランスを上手にとれない人々

を増やしている。そして、「生きること」、「生かされ

ていること」の意味が分かりにくくなっている。こ

のような背景により、市民農園や家庭園芸を楽しむ

人は増えつつあるが、客観的に最も農的体験を必要

としている人は、現在は、農園芸に関心がない人や、

興味はあるがどこから手をつけて良いかわからない

人なのである。「農業生産・農業生産環境」に責任を

もつ組織･人間は、上述の問題に対してどのように

対処すれば良いのだろうか。

　上述の状況を踏まえると、農業体験の代わりに、

学校・大学や地域・家庭における「農的」な体験で、「農

業体験」を代替するのが効果的である。そのために

は、現在の学校での課外活動的･総合学習的な食育・

環境・自然教育を抜本的に改革・拡大して、可能な

限り正課的に扱うべきであろう。それには、農業試

験場・農家組織と学校との連携が必要である。他方、

行政は、市民の「農的」体験の場と支援を格段に増

やす必要がある。都市における日常的な「農的」体

験は、市民の生活スタイルを大きく変化させる。居

住区内での学校農園、家庭農園、市民農園、職場農園、

ベランダ園芸、壁面緑化･屋上農園などにおける「農

的」体験は、生態系における命（いのち）の時間的、

空間的なつながりを実感させ、生きる喜びを創出し、

情緒障害･うつ症状を軽減し、地域犯罪を少なくし、

省資源･環境保全への意識を高め、生ゴミをなくし、

食物･自然環境を大切にし、そして、農業･農業環境

への理解者を増やす。さらには、大災害時の自力更

正に威力を発揮する。ひいては、日本の医療福祉費、

防犯･防災費、教育費、石油消費などを軽減し、食

料自給率を高める。

　上記の「農的」体験事業は、個別的には、担当省

庁・自治体・担当課および多くのNPOにより既に数

多く行われている。しかし、有機的連携が十分でない。

どこかの組織が主体となって、農林水産省、文部科

学省、厚生労働省、国土交通省、総務省、地方自治

体、民間、市民グループなどのネットワークを構成し、

全国的、総合行政的、草の根的に実施しないと効果

が薄い。困難ではあるが、日本が持続可能な福祉社

会を実現し、21世紀における世界のモデルになるに

は、この総合事業をなしとげる必要がある。
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